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抄録
近年の各都道府県における歯科保健条例の広がりや，平成23年8月10日に制定された「歯科口腔保健の推進に関する法律」

により，国民の口腔保健状況の向上のための環境が整いつつある．本稿では，これらの状況を踏まえ，今後の歯科保健の方
向性を検討するために，主要な口腔保健指標の推移を概観することにより，わが国の口腔保健の現状を明らかにすることを
目的とした．これまでの状況の推移を顧みると，乳歯・永久歯におけるう蝕有病状況の改善，成人の歯周病有病状況の改善，
歯を喪失する者の割合の減少とそれに伴う８０２０達成者の増加，および無歯顎者の減少，歯ブラシの使用や定期的な歯科
健診の受診状況などの口腔保健行動の改善，などがみられた．また，「健康日本 21」の最終評価においても，歯科の指標 13
項目中 5項目において目標値が達成された．これらの国民の口腔保健状況の向上には，これまでの歯科保健政策，８０２０
運動，健康日本21などの健康運動や保健政策の効果が関与していると考えられる．一方で，成人・高齢者でのう蝕や歯周疾患，
高齢者人口の増加に伴う歯を喪失した高齢者の増加，要介護状態から終末期にいたるまでの口腔健康管理など，歯科がかか
わる健康問題・健康課題は多く残されている．今後は，社会状況を考慮したうえで，全ライフステージにおける口腔の健康
状態の維持・向上を目指した歯科保健の充実を目指していく必要がある．

キーワード：8020 運動，健康日本 21，口腔状態の推移 , 口腔保健

Abstract
An environment that promotes national oral health has been prepared and is expected to be improved, due to the recent 

spread of municipal oral health ordinances and the law governing dental oral health, established on August 10, 2011. The 

aim of this study was to elucidate the present status of oral health in Japan by refl ecting on changes in oral health conditions, 

and to investigate the prospects and direction of oral health conditions in future. The following were the main changes in 

oral health conditions: a decreased prevalence of dental caries in primary and permanent teeth, a decreased prevalence of 

periodontal disease among adults, a decreased prevalence of adults with missing teeth, and an increased prevalence of “8020” 

adults. There was also a decreased prevalence of edentulous adults and improvement in oral health behaviors, such as 

brushing frequency and visiting the dentist regularly. The results of the fi nal assessment of Healthy Japan 21 indicated that 

the desired values have been achieved in fi ve of the 13 categories regarding dental health. Therefore, it is possible that some 
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of these results may have been influenced by the health movement and policies of dental health promotion, such as the 8020 
Movement and Healthy Japan 21. Nevertheless, there are still many oral health problems to be recognized, including dental 
caries and periodontal disease in adults and older persons; an increase in the population of edentulous older adults in our 
aging society; and the oral health management of older adults in need of long-term care and terminal care. It is necessary 
for us to promote oral health across all life stages in consideration of promoting a healthier society. 

Keywords: 8020 Movement, Healthy Japan 21, changes in oral health, oral health promotion
（accepted for publication, 26th October 2011）

14 歳）の 23.9% で，このうち「未処置歯のみ保有」が 9.4%，
「処置歯と未処置歯の併有」が 14.5% であった [4]．

2．永久歯う蝕の推移
永久歯についてみると，2005 年では 5 歳以上のう蝕有

病率は 92.1% で，若い年齢層では年齢と共に高率となり成
人ではほぼ 100% であった．同年の DMFT（一人平均う
蝕経験永久歯数）と年齢の関係をみると，年齢とともに直
線的に高くなる傾向があり，主な年齢・年齢階級における
DMFT の 値 は，12 歳 1.7，15 歳 3.1，20 歳 6.7，35 ～ 44
歳 14.9 であった [4]．DMFT の推移をみると，年齢が高い
ほど各曲線がピークを示す時期が遅くなっており，1960
年から 1970 年代の出生世代を境にう蝕が減少傾向に変化
したことが示されている（図 2）．永久歯においても未処
置歯保有者率は減少傾向が続いており，2005 年では全体（5
歳以上）の 35.8% で，このうち「未処置歯のみ保有」が 2.9%，

「処置歯と未処置歯を併有」が 32.9% であった [4]．

Ⅰ．はじめに

「８０２０（ハチ・マル・二イ・マル）運動」は，「80
歳になっても自分の歯を 20 本以上保とう」という運動で，
愛知県で行われた疫学調査の結果などを踏まえ，1989 年
に厚生省と日本歯科医師会が提唱して開始された，一方，

「20」は「自分の歯で食べられる」ために必要な歯の数を
意味し，今までに行われた歯の本数と食品を噛む（咀嚼）
能力に関する調査によれば，だいたい 20 本以上の歯が残っ
ていれば，硬い食品でもほぼ満足に噛めることが科学的に
明らかになっている [1]．

この「８０２０運動」は，提唱されてから既に 20 年余
が経過した．スタートした当初は，「８０２０」という目
標が当時の現状から考えると高く設定されていたことか
ら，その実現可能性は極めて低いものと考えられていた
[2]．しかしながら，健康日本 21 で「歯の健康」が対象の
9 分野のひとつとして位置づけられたことに象徴されるよ
うに，その後，歯科保健をすすめる環境は少しずつ整備
され，国民の歯の健康状態も改善傾向を示すようになり，

「８０２０」も決して夢物語ではなく現実可能な目標へと
変化してきた [3]．そこで，本稿では，これまでの日本人
の口腔状態，特に「８０２０」に関連する歯の保有状況の
推移について顧み，今後の見通しを考察した．

Ⅱ．乳歯および永久歯のう蝕の状況

歯科疾患実態調査（歯実調）の資料をもとに解説する
[4]．歯科疾患実態調査は，わが国の歯科保健状況を把握し，
今後の歯科保健医療対策の推進に必要な基礎資料を得るこ
とを目的に，1957 年より 6 年に一回厚生労働省（厚生省）
により実施される全国調査である．調査地区は国民健康・
栄養調査と同じで，同年に行われる国民生活基礎調査の単
位区より無作為抽出され，歯の喪失状況，う蝕・歯周病の
有病状況，歯列・咬合・顎関節の状態，歯ブラシ使用・フッ
化物塗布の実施状況などを主な調査項目としている．

1．乳歯う蝕の推移
乳歯う蝕に関しては，1 ～ 5 歳児のdft（一人平均う蝕経

験乳歯数）は年齢による違いが大きいこと，1980 年代から
減少傾向が続いていることが分かる（図 1）．う蝕歯の処置
状況をみると，未処置歯保有者率（未処置う蝕を保有する
者の割合）は減少傾向が続いており，2005 年では全体（1 ～

図 1　乳歯：dft の推移

図 2　永久歯：DMFTの推移
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Ⅲ．口腔保健行動の状況

歯ブラシや歯間部清掃用器具の使用状況，歯科健康診査
の受診状況は，う蝕や歯周病の発生や進行に深く関わると
考えられている．ここでは「歯みがきの実施状況」，「歯間
部清掃用具の使用状況」，「歯科健診の受診状況」について
政府統計を用いて，その推移を中心に述べる．

1．歯みがきの実施状況
歯みがきの実施状況は 1975 年の歯実調から調査されて

おり，経年推移をみると改善傾向にあり，1 日 2 回以上み
がく人の割合は 1975 年当時では約 3 割であったものが最
新調査年（2005 年）では 7 割強まで増加した（図 4）．また，

「みがかない者」や「ときどきみがく者」の占める割合は，
大きく減少した [4]．

3．う蝕の地域差
今まで述べてきたように，う蝕有病状況は改善傾向にあ

るが，地域差が大きいこともわかっている．図 3 は，平成
22 年学校保健統計調査 [5] において報告されている都道府
県別にみた 12 歳児（中学 1 年生）のう蝕有病状況（DMFT）
を比較したものである．う蝕が最も多い県の値は，最も低
い県の約 3 倍であり，地域差が非常に大きい．このような
地域差は永久歯う蝕だけでなく，3 歳児の乳歯う蝕でも認
められている [6]．また，この地域差は以前から存在して
おり，全国的にう蝕が減少傾向にあっても地域差は解消さ
れていないことも確認されている [7]． 
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図 3　�12 歳児一人平均う歯数（都道府県別）�
平成 22 年度　学校保健統計調査

図 4　歯ブラシ使用状況の推移（1歳以上）
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2．歯間部清掃用具の使用状況
「健康日本 21」の最終評価では，歯間部清掃用具を使用

する者の割合は，35 歳から 54 歳の者において，策定時の
ベースライン時（1993 年）では 2 割弱であったが，最終
評価時（2009 年）には 4 割強まで増加していた [8]．

3．歯科健診の受診状況
定期的な歯科検診の受診者は，55 歳から 64 歳の者にお

いて，ベースライン時では 2 割弱であったが，最終評価時
には 4 割弱まで増加していた [8]．

Ⅳ．歯の喪失の状況

1．歯の喪失状況の推移
歯の喪失状況を示す指標は，現在歯数，無歯顎者率（現

在歯の無い人の割合），20 歯以上保有者率（20 歯以上の現
在歯を有する者の割合）など様々であり，いずれも年齢
との関連が強い [4]．一人平均現在歯数は，40 歳以上の年
齢層では年齢が高くなるほど少なかった．1957 年からの
推移をみると，1980 年代から増加し始め，その後もその
傾向が続いていることが認められた．平成 17 年歯実調で
は一人平均現在歯数は , 45 ～ 54 歳で 25.6，55 ～ 64 歳で
22.4，65 ～ 74 歳で 16.8，75 歳～で 15.2 であった．性差は
75 歳以上の高齢者で認められ，男性の現在歯数が多かっ
た [4]．

一方，20 歯以上保有者率は，年齢が高いほど低い．
1975 年からの推移をみると，各年齢層で増加しており（図
5），平成 17 年には，45 ～ 54 歳で 91.7%，55 ～ 64 歳で
76.1%，65 ～ 74 歳で 50.1%，75 歳～で 22.9% であった．
1980 年前後には 1 割未満であった「8020 達成者」（75 歳
以上で 20 歯以上有していた者）の割合は，平成 17 年では
22.9% に達していた．

2．人口ベースでみた「歯の喪失」に関する推移
図 7 は，歯実調で得られた「８０２０」達成者と非達成

者の割合（75 ～ 84 歳）に調査実施当時における同じ年齢
階級の人口を乗じて，「８０２０」の達成者と非達成者の
全国での実数の推移を示したものである [9]．ここで留意
すべき点は，割合としては低減している「８０２０」の非
達成者についても，人口の高齢化により人数としてみた場
合は増加傾向にある点である．高齢者に対する歯科保健対
策のニーズを把握する際には，上記の点を考慮する必要が
ある．

図 6　無歯顎者率の推移

図 7　無歯顎者率の推移

図 5　20 歯以上保有者率

また，無歯顎者は 50 歳代以上の年齢層から増加し，高
年齢ほど高い割合を示した．経年推移（図 6）をみると減
少傾向は明瞭で，1980 年代では前期高齢者で約 3 割，後
期高齢者で半数近くの者が無歯顎であったが，2005 年で
は，それぞれ約 1 割，3 割と大きく低下した [4]．

3．歯科医療機関における抜歯に関する調査の活用
歯の喪失に関する統計には，歯実調のように地域を代

表する集団をサンプリングして口腔診査や質問紙により調
査を行う方法もあるが，この方法で歯の喪失に関して知る
ことができる情報は，歯の喪失の累積であり，歯の喪失の

「いま」を知ることができない．たとえば，2005 年におけ
るある年代の残存歯数は調べることができるが，現在どれ
だけの歯が失われているかを知ることはできない．これら
のことを考慮すると，歯科医療機関での抜歯の現状を把握
することは，今後の歯科保健医療施策のためにも極めて意
義あるものと考えられる [9]．その調査方法には，（1）レ
セプト情報を用いる方法と，（2）歯科医院を対象とした抜

「８０２０」達成者数

「８０２０」非達成者数
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歯原因に特化した調査（抜歯原因調査）の 2 種類がある．
（1）レセプト情報（社会医療診療行為別調査）を用いる
方法

図 8 は，厚生労働省の社会医療診療行為別調査に基づき
（1）の方法により集計した平成 11 年から平成 22 年までの
全国の各年の抜歯回数（抜去歯数）の推移である．この図
からは，徐々にではあるが抜歯回数（抜去歯数）は，減少
傾向にあることが分かる．

「矯正」（1%）の順であった．このうち，「その他」は大半
が智歯（親知らず）の抜歯で，比較的若い時期に喪失して
いた．また，「破折」の多くは，外傷など物理的に非日常
的な大きな力が作用したものではなく，無髄歯（神経をとっ
た歯）と考えられるので，原因は「う歯由来」とみなすこ
とができる．抜歯原因を年齢階級別にみると（図 10），「歯
周病」と「破折」による抜歯は中高年，「その他（多くが
智歯）」と「矯正」は若い年代に多く，「う歯」はどの年齢
層でも多い傾向にあった．

抜歯原因調査では，前述したように現状における歯の喪
失状況を把握することができ，分析結果から日本人が 1 年
間で喪失する歯の割合について性・年齢階級別に推計値を
算出することができる．歯科疾患実態調査において示され
る「歯の保有状況」に，この推計値を組み合わせることに
より，団塊の世代の「歯の保有状況」の将来予測を試みた
ところ，この世代が 80 歳になった頃の現在歯数の平均値
は 18 ～ 19 本程度と予測された．歯の保有状況は前述した
ように若い世代ほど改善傾向にあることから，団塊世代以
降の世代では「8020」が達成されることが見込まれる [11]．

図 8　抜歯「回数」（=抜去歯数）の推移（1999 ～ 2010 年）
　　　　（社会医療診療行為別調査より）

4．抜歯原因調査
図 9 および図 10 は，2005 年に８０２０推進財団により

（2）の方法で実施された永久歯抜歯原因調査の結果の一
部である [10]．歯周病が進行して歯が著しく動揺して自然
に脱落する歯もあるが，ほとんどの歯は歯科医療機関での
抜歯処置を経て喪失に至ると考えられる．したがって，歯
科医療機関で抜歯される歯の直前の状態を調べることによ
り，歯が失われる原因を明らかにした．

歯が失われる原因で最も多かったのが「歯周病」（42%）
で，以下「う歯」（32%），「その他」（13%），「破折」（11%），

図 9　抜歯の主原因（全体）

図 10　抜歯の主原因別にみた抜歯数（年齢階級別，実数）
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Ⅴ .「健康日本 21」の成果

厚生労働省は平成 23 年 10 月 13 日に，「健康日本 21」
の最終評価を発表した [8]．歯科における指標に関連した
主な施策は ,「８０２０運動」の推進，フッ化物洗口のガ
イドラインの策定，歯科検診の推進，介護予防の推進（介
護保険法施行，介護予防事業）であった．「健康日本 21」
の分野全体の目標達成状況をみると，達成された項目は
59 項目中 10 項目（16.9%）にとどまっていたが，このう
ち半数の 5 項目が「歯の健康」についての項目であった．
この 5 項目は，（1）フッ化物歯面塗布を受けたことのある
幼児の割合，（2）進行した歯周炎を有する人の割合（40 代，
50 代），（3）80 歳で 20 歯以上，60 歳で 24 歯以上の自分
の歯を有する人の割合，（4）過去 1 年間に定期的な歯石除
去や歯面清掃を受けた人の割合，（5）過去 1 年間に定期的
な歯科検診を受けた人の割合であった．

Ⅵ．「８０２０運動」と健康との関連性

歯の本数や歯の本数に影響を受ける咀嚼能力が健康に
関連しているとの報告が，多く出てきている．地域高齢者
において，主観的評価に基づく咀嚼能力の低下した者では
良好な者に比べ，9 年間の生存率が有意に低いこと，20 歯
未満で咀嚼能力の低下した者では 20 歯以上有する者に比
べ，心疾患および呼吸器による死亡率が有意に高いことが
報告されている [12,13]．歯を失うことにより残存歯による
噛みあわせの支持領域が減少した高齢者では，筋力や身体
平衡機能の低下していること，主観的評価に基づく咀嚼能
力の低下した高齢者では栄養状態の重要な指標である血清
アルブミン値の低下する者多く，筋力や身体平衡機能が低
下していること [14-16]，咀嚼能力は ADL に関連すること
[17] が報告されている．

口腔の健康状態の改善を目指した介入研究の成果もみ
られる．地域自立高齢者において，歯科治療を行い咀嚼能
力が改善した者では，1 年後の筋力が維持され，身体平衡
機能が改善していた [18]．施設に入所している高齢者にお
いて，歯科治療を受けた者では対象者比べ，ADL の改善
がみられたこと [19]，自分の歯のかみ合わせのない高齢者
に義歯の治療をすることにより，その後の転倒の頻度が低
下したこと[20]が報告されている．要介護高齢者において，
専門的口腔ケアを行うことにより，行わない群に比べ咽頭
細菌数の減少，熱発発症率の低下，誤嚥性肺炎発症率の低
下がみられた [21]．

Ⅵ . 考察

これまでの日本人の口腔状況の推移を顧みると，乳歯・
永久歯におけるう蝕有病状況の改善，歯ブラシの使用状況
などの口腔の保健行動の改善，歯を喪失する者の割合の減
少とそれに伴う８０２０達成者の増加，および無歯顎者の
減少，などがみられた．これには，ライフスタイル，教育・

文化，社会経済的環境，公衆衛生や医療の水準などの向上
が，大きく寄与していると考えられる．一方で，歯周病を
みると，平成 17 年歯実調の結果では，45 歳以上では 4 割
以上の者が歯周ポケットを有し，う蝕と共に中高年の歯を
失う主要な原因となっている．また，高齢者人口の増加に
より歯を失っている者数が年々増加している．

乳歯う蝕の減少傾向は続いているが，地域差は大きく，
さらなる改善が望まれる（4）．そのためには，健康日本
21 で掲げられた内容を中心に諸対策を講じていく必要が
ある．永久歯う蝕も減少傾向は続いているが，乳歯と同様
地域差が大きく（図 3），改善が望まれる（4，5）．今後，
地域の特性に応じて，フッ化物配合歯磨剤，フッ化物によ
る洗口等の応用やシーラントの活用などを推進していくこ
とが必要である．また，学齢期にすでに歯肉に炎症を生じ
ていることから，この時期から成人期を見据えた歯周病予
防に関する正しい歯科保健知識・行動を身につけるように
することは，重要な課題である．

歯周疾患は，う蝕と並ぶ歯の喪失の二大原因となる疾患
である（図9・10）．中年期以降，歯周疾患が加齢的に増悪し，
それとともに喪失歯数も増加している．このため，進行し
た歯周炎を有する者（4mm 以上の歯周ポケットを有する
者）の割合を減少することを目標に，この時期に歯周病の
予防，進行防止を徹底することが歯の喪失防止に重要であ
る．

歯周病のリスク因子としては，疫学研究により喫煙，歯
間部清掃用器具使用の有無，過度の飲酒，定期歯科検診・
受療の有無，食習慣，歯磨き回数などが示されている [22-
25]．因果関係が十分に明らかにされてはいないが，歯周病
原細菌と冠状動脈疾患や動脈硬化との関連性，歯周疾患と
糖尿病，その合併症，脳血管障害との関連性が報告されて
いる [26,27]．さらに，歯周病の集中治療によって，上腕部
の血管の内皮機能が回復することが示されている [28]．こ
のように，歯周疾患は成人の歯の喪失の主要な原因となっ
ているばかりでなく，全身の健康状態の関連要因であると
考えられている，今後，成人期の歯周疾患予防の重要性を
国民に普及させ，歯間部清掃器具使用，禁煙の推奨，さら
に定期的な検診および歯石除去および歯面清掃などの歯周
病管理をかかりつけ歯科医等のもとで，受けている者を増
加していく必要がある．

日本の人口は 2005 年以降減少に転じているが，高齢者
の人口は増加し続けている．高齢者人口は 2010 年には約
2900 万人，2030 年には 3600 万人に達すると推定されてい
る．高齢者は他の年代にはない社会的，心理的，精神的，
身体的特徴を有し，またこれらの顕著な個人差も出現して
くる．口腔の健康状態は，長い年月の影響を受けその結果，
進行した歯周病を有する者や多数歯を喪失する者が多くな
る．「 ８

は ち ま る に い ま る

０２０」達成度は向上してきているが，人口の
高齢化により，歯科医療ニーズも高齢者中心にシフトして
いくことが予想される．口腔の健康状態は，高齢者の健康
状態に関連することが示されているため，口腔保健を進め
るにあたっては，社会的，心理的，精神的，身体的特徴に
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配慮すると同時に，高齢者をサポートする多職種と連携す
ることが求められる．特に，身体機能の低下や認知症の発
症により ADL の低下により自立生活が困難になり要介護
状態になった場合には，口腔の不良な衛生状態が誤嚥性肺
炎の発症の誘因になっているため，口腔ケアが重要になっ
てくる [21]．さらに，終末期においては，本人，家族，介
護者の QOL の心理的側面にも配慮した口腔ケアのありか
たを考えていく必要がある．

Ⅶ．まとめ

これまでの歯科保健政策，８０２０運動，健康日本 21
などの健康運動や保健政策の効果により，国民の歯科保健
状況は向上し，その結果乳歯および永久歯う蝕の有病状況
の改善，成人・高齢者での歯数の増加などの成果が現れ
てきている．さらに，各都道府県における歯科保健条例
の広がり，歯科口腔保健の推進に関する法律などにより，

「８０２０」達成度がさらに推進することが期待される．
一方で，成人・高齢者での歯周疾患，社会経済的状況から
生じる健康格差，高齢者人口の増加に伴う歯を喪失した高
齢者の増加，要介護状態から終末期にいたるまでの口腔健
康管理など，歯科がかかわる健康問題・健康課題は多く残
されている．今後は，社会状況を考慮したうえで，全ライ
フステージにおける口腔の健康状態の維持・向上を目指し
た歯科保健の充実を目指していく必要がある．
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